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第1章 第一種事業を実施しようとする者の氏名及び住所 

1.1 事業の名称 

下関北九州道路 

 

1.2 第一種事業を実施しようとする者の氏名及び住所 

事業予定者の名称 ： 国土交通省 中国地方整備局 

代 表 者 の 氏 名 ： 国土交通省 中国地方整備局長 小平
こだいら

 卓
たく

 

住 所 ： 〒730-8530 広島県広島市中区上八丁堀 6番 30号 

 

事業予定者の名称 ： 国土交通省 九州地方整備局 

代 表 者 の 氏 名 ： 国土交通省 九州地方整備局長 村山
むらやま

 一
かず

弥
や

 

住 所 ： 〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東 2丁目 10番 7号 

 

事業予定者の名称 ： 山口県 

代 表 者 の 氏 名 ： 山口県知事 村岡
むらおか

 嗣
つぐ

政
まさ

 

住 所 ： 〒753-8501 山口県山口市滝町 1番 1号 

 

事業予定者の名称 ： 福岡県 

代 表 者 の 氏 名 ： 福岡県知事 小川
お が わ

 洋
ひろし

 

住 所 ： 〒812-8577 福岡県福岡市博多区東公園 7番 7号 

 

事業予定者の名称 ： 北九州市 

代 表 者 の 氏 名 ： 北九州市長 北橋
きたはし

 健
けん

治
じ

 

住 所 ： 〒803-8501 福岡県北九州市小倉北区城内 1番 1号 

 

事業予定者の名称 ： 下関市 

代 表 者 の 氏 名 ： 下関市長 前田
ま え だ

 晋太郎
しんたろう

 

住 所 ： 〒750-8521 山口県下関市南部町 1番 1号 

 

※上記、事業予定者は「概略計画の検討を実施した主体」である。 
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第2章 第一種事業の目的及び内容 

2.1 事業の経緯 

下関北九州道路は、下関市、北九州市の都心部を結び、循環型ネットワークの形成に

より、くらし、産業・物流、観光、渋滞緩和など地域の一体的発展に寄与するとともに、

本州と九州の広域的な人流・物流及び経済活動の活性化を支える大動脈であり、更に、

災害時の代替路としての機能・役割を担う道路です。 

平成 29年 5月から、地域が主体となり、概略ルート・構造形式・整備手法について具

体的な調査検討を行うことを目的とした「下関北九州道路調査検討会」を設立し、地域

住民や企業、有識者の意見を聞きながら基礎的な調査検討を行い、地質等の詳細な調査

を実施するとともに、高度かつ広範な専門的知見をもって検討を深め、構造形式を検討

する必要があることを確認し、平成 31年 3月に検討結果をとりまとめました。また、こ

の検討結果を踏まえ、令和元年 9 月から、下関北九州道路の計画の具体化に向けた必要

な検討を行う場として、国及び 2 県 2 市で構成する「下関北九州道路計画検討会」を設

立し、下関北九州道路の整備効果や概略ルート、海上部の概略構造等について調査検討

を行い、橋梁案が妥当であること等を確認し、令和 2 年 3 月に検討結果をとりまとめま

した。 

その後、過年度の検討結果を踏まえ、地域の課題を解決するため、令和 2 年度から計

画段階評価の手続きを実施しており、構想段階における道路計画のアンケート調査や、

「社会資本整備審議会 道路分科会 中国・九州地方合同小委員会」（以下、「中国・

九州地方合同小委員会」という。）を 2回実施しました。 

計画段階評価では、住民や企業へのアンケート調査や、関係する地方公共団体の長か

らの意見、中国・九州地方合同小委員会での有識者の意見等を踏まえ、ルート帯等を総

合的に判断し、対応方針の決定を目指すとともに、ルート帯案を検討しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 地方小委員会等における審議経過 
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図 2-2（1） 計画段階評価における地域・道路の現状と課題の整理状況 
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図 2-2（2） 計画段階評価における地域・道路の現状と課題の整理状況 
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図 2-2（3） 計画段階評価における地域・道路の現状と課題の整理状況 
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地域の課題（下関北九州道路調査検討会の意見聴取結果）について 

○調査目的 

下関北九州道路調査検討会において、山口県・福岡県・北九州市・下関市等が住民、企

業・団体に対して、道路の課題や下関北九州道路のあり方などを把握することを目的に、

アンケート調査を実施しました。 

 

○調査方法・調査期間・配布回収数 

調査期間：平成 30 年 11 月 19 日（月）～平成 30 年 11 月 30 日（金） 

対象 意見聴取方法 対象の詳細 回収状況 

住民 アンケート 

下関市  2,000 世帯 

北九州市 2,000 世帯 

→計 6,812人 

2,108 票 

企業・団体※ アンケート 

下関市  263 社 

北九州市 249 社 

→計 512社 

238 社 

※アンケートを実施した業種：農業・林業、漁業、建設業、製造業、卸売業など 17 業種を対象に実施。 

 

○主な把握内容 

・地域の道路の課題：下関市～北九州市間の移動における課題 

・下関北九州道路のあり方：下関・北九州地域の更なる経済発展のために、どのような

役割をもつ道路が必要か 

 

 

 

 

 

図 2-3（1） 地域の課題（下関北九州道路調査検討会の意見聴取結果）について 
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地域の課題（下関北九州道路調査検討会の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【地域の道路の課題】 

・地域住民・企業等ともに両市を自動車で行き来する人の約８割が、｢交通混雑」に課

題があると回答。 

・「通行止めが多い」、｢大きな遠回りによる移動」についても課題と回答した人の方が多い。 

 

 
 

【地域の道路の課題（自由意見）】 

・「混雑の解消」や「遠回りの解消」、「通行止めの対策」の意見やその他、道路全般に

関する意見（ETC の設置、車線数の拡大、信号時間の改善など）も寄せられた。 

 

 
 

図 2-3（2） 地域の課題（下関北九州道路調査検討会の意見聴取結果）について
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地域の課題（下関北九州道路調査検討会の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【下関北九州道路のあり方】 

・「暮らし」「産業・物流」「観光」に対する役割が必要といった回答が約 3 割～約 6 割。 

・「災害時における既存道路の代替機能の確保」が必要といった代替路に関する意見が住民・企

業ともに約 6割。 

 

 

 

【下関北九州道路のあり方（自由意見）】 

・全体的にスムーズな流れとなる道路、産業・物流に役立つ道路（国際物流拠点の発展、

大型重機が利用できる道路など）、防災面の安心安全な道路・多重性といった代替路

に関する意見が寄せられた。 

 

 
 

図 2-3（3） 地域の課題（下関北九州道路調査検討会の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査目的 

計画段階評価の段階では、下関北九州道路に関する道路整備の計画検討を進めるにあた

り、最適なルート帯案の検討に必要な重視すべき事項について意見を頂くことを目的に、

アンケート調査、ヒアリング調査、オープンハウスを実施しました。 

 

○調査方法・調査期間・配布回収数 

意見聴取は、自治体・団体・企業ヒアリング、地域住民アンケート及びオープンハウス

など、以下の内容を実施しました。 

調査期間：令和 2 年 8 月 6 日（木）～令和 2 年 10 月 12 日（月） 

対象 意見聴取方法 実施期間 対象の詳細 回収の状況 

自治体 ヒアリング 
令和 2年 8月 6日（木） 

～ 9月 7 日（月） 
山口県、下関市、福岡県、北九州市 4自治体 

団体等 

アンケート 

ヒアリング 

【アンケート】 

令和 2年 8月 6日（木） 

～ 9月 7 日（月） 

【ヒアリング】 

令和 2年 8月 6日（木） 

～10月 12 日（月） 

トラック協会、タクシー協会、バス協会、消防本

部、農業協同組合、漁業協同組合、警察署、観光

協会、商工会議所、医療機関、医師会 等 

【アンケート】 

267団体・社 

ハガキ 251 票 

WEB     16票 

【ヒアリング】 

22団体・社 

全 267票 

企業 
製造業、運輸・郵便業、卸売・小売業、宿泊・飲

食サービス業、医療・福祉 等 

地域住民 

アンケート 
令和 2年 8月 6日（木） 

～ 9月 7 日（月） 

下関市  約 1,600 人 

北九州市 約 5,600 人 

（合計 7,200人） 

4,686票 

ハガキ 4,054 票 

WEB     632票 

全 5,550票 

オープン 

ハウス 

【平日】：4日間 

令和 2年 9月 9日(水) 

令和 2年 9月 10 日(木) 

令和 2年 9月 11 日(金) 

令和 2年 9月 25 日(金) 

【土曜日】：1日間 

令和 2年 9月 12 日(土) 

7箇所 

・下関市役所    ：令和 2 年 9月 9 日(水) 

・門司区役所    ：令和 2 年 9月 9 日(水) 

・戸畑区役所    ：令和 2 年 9月 10 日(木) 

・小倉北区役所   ：令和 2 年 9月 11 日(金) 

・若松区役所    ：令和 2 年 9月 25 日(金) 

・しものせき水族館横：令和 2 年 9月 12 日(土) 

・小倉駅      ：令和 2 年 9月 12 日(土) 

309票 

広域的な 

道路利用者 
留置き 

令和 2年 8月 6日（木） 

～ 9月 30 日（水） 

28箇所 

・道の駅（きくがわ、西の市、豊北、むなかた、

豊前おこしかけ） 

・中国自動車道、山陰自動車道、関門自動車道、

九州縦貫自動車道、東九州自動車道 SA・PA 

（宮島 SA（上り・下り）、美東 SA（上り・下り）、

周防灘 PA（上り・下り）、壇ノ浦 PA（下り）、

めかり PA（上り）、古賀 SA（上り・下り）、今

川 PA（上り・下り）、基山 PA（上り・下り）） 

・役場（山口県、下関市役所、福岡県、若松区役

所、門司区役所、戸畑区役所、小倉北区役所） 

・その他（唐戸市場、小倉駅） 

 

555票 

回収箱 367 票 

WEB  188 票 

 

合計：5,817 票 

○主な把握内容 

・下関北九州道路の最適なルート帯案を検討するうえで重視すべき事項 

 

図 2-4（1） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【最適なルート帯案を検討する際の重視すべき事項】 

 

 

 

図 2-4（2） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について



- 11 - 

重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【意見聴取で寄せられた自由意見（内訳）】 

 

 

 

図 2-4（3） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【意見聴取で寄せられた自由意見①】 

■①暮らし(1) 

 

■①暮らし(2) 

 

 図 2-4（4） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【意見聴取で寄せられた自由意見②】 

■②産業・物流 

 

■③観光 

 

 図 2-4（5） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【意見聴取で寄せられた自由意見③】 

■④代替路 

 

■⑤道路整備による影響(1) 

 

 図 2-4（6） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【意見聴取で寄せられた自由意見④】 

■⑤道路整備による影響(2) 

 

■⑥その他（下関北九州道路の必要性等・下関北九州道路以外について） 

 

 図 2-4（7） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【団体・企業ヒアリングによる意見聴取結果①】 

■団体・企業からの意見(1) 

 

■団体・企業からの意見(2) 

 

 図 2-4（8） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【団体・企業ヒアリングによる意見聴取結果②】 

■団体・企業からの意見(3) 

 

【自治体からの意見①】 

■山口県 

 

 

 図 2-4（9） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【自治体からの意見②】 

■福岡県 

 

■北九州市 

 

 図 2-4（10） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【自治体からの意見③】 

■下関市 

 

 図 2-4（11） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【意見聴取を踏まえた課題の再整理①】 

■通行止め時の広域交通への影響 

 

■通行止め時の域内交通への影響 

 

 図 2-4（12） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について 

○調査結果及び分析等 

【意見聴取を踏まえた課題の再整理②】 

■通行止め時の産業（工業関係）への影響 

 

■通行止め時の産業（農畜水産関係）への影響 

 

 図 2-4（13） 重視すべき事項（計画段階評価の意見聴取結果）について
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2.2 事業の目的 

本州と九州を繋ぐ関門橋及び関門トンネルでは、自然災害や事故、補修工事等による

通行止めが発生しており、通行止めによる著しい交通渋滞が市民生活や企業活動へ大き

な影響を及ぼしています。さらに、下関市及び北九州市間の移動は大きな迂回が必要で

あるとともに、両市の中心部及び両市を接続する国道 3 号、関門トンネル等では、交通

混雑が発生しています。 

下関北九州道路は、既存道路ネットワークの課題の解消や関門トンネル・関門橋の代

替機能の確保、さらには循環型ネットワーク形成による関門地域の一体的発展を目的と

して検討を進めている道路です。 

本事業では、「暮らし」「産業・物流」「観光」「代替路」の 4 つの政策目標を設定して

います。政策目標を達成するために基本コンセプトとして、本州と九州の人流・物流及

び経済活動の活性化を支える大動脈、災害時の代替路、循環型ネットワーク形成による

地域の発展に寄与する事を目的とし、その対策として別線整備による対策案を検討して

います。 

 

 
図 2-5 計画段階評価における政策目標及び対策案の検討 
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2.3 事業の内容 

2.3.1 事業実施想定区域の位置 

事業実施想定区域の位置は図 2-6に、起終点は以下に示すとおりです。 

起 点：山口県下関市 

終 点：福岡県北九州市 

 

2.3.2 事業の規模 

規 模：約 8～12ｋｍ 

車 線：4車線 

 

 
図 2-6 事業実施想定区域の位置図 
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2.3.3 その他事業に関する事項 

1） 位置等に関する複数案の設定についての考え方 

本事業に係る計画段階配慮事項についての検討にあたっては、事業実施想定区域の位

置又は規模に関する複数の案（以下、「複数案」という。）を適切に設定する必要があり

ます。 

複数案としては、政策目標や道路整備による影響（生活環境、自然環境、コスト等）

を踏まえて設定します。 

 

2） 複数案の設定にあたっての考え方 

複数案のルート選定にあたっては、本事業に必要な道路の機能、概略ルート・構造を

検討する際の前提条件（「第 2 章 2.2 事業の目的」参照）を踏まえ、地域の課題を解決

する案として、3案を選定しました。 

 

表 2-1 ルートの概要 

 【案①】 

別線案(臨海部迂回ルート) 

【案②】 

別線案(集落・市街地回避ルート) 

【案③】 

別線案(海峡渡河幅最小ルート) 

ルートの

概要 

臨海部の産業拠点の連

絡性を高める案 

両市中心部を結ぶととも

に、集落や市街地を可能な限

り回避した案 

両市中心部を結ぶととも

に、海峡渡河部の距離を最小

とした案 
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図 2-7 計画段階評価における複数案

の位置図 
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第3章 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

3.1 自然的状況 

事業実施想定区域及びその周囲における主な自然的状況を把握した結果は、表 3-1 及

び図 3-1 に示すとおりです。また、自然的状況の把握に用いた既存資料は、表 3-2 に示

すとおりです。 

 

表 3-1(1) 自然的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

大気環境の 

状況 

1.気象 

下関地方気象台における令和元年の気象概況は、年平均気温が 17.6℃、年降水量が

1,607.0 ㎜、年最多風向は東、年平均風速は 2.9m/s である。 

2.大気質 

平成30年度は、一般環境大気測定局9局、自動車排出ガス測定局2局で調査が行われて

いる。二酸化硫黄は、測定された全 9 局で環境基準を達成している（1 時間値の最高値は

0.017～0.051ppm、日平均値の2%除外値は0.004～0.010ppmで日平均値が0.04ppmを超えた

日数は 0 日）。二酸化窒素は、測定された全 11 局で環境基準を達成している（日平均値の

年間 98%値は 0.022～0.039ppm）。一酸化炭素は、測定された全 3 局で環境基準を達成して

いる（全3局における1時間値の最高値は1.7～2.8ppm、日平均値の2%除外値は0.6ppmで

日平均値が 10ppm を超えた日数は 0 日）。浮遊粒子状物質は、測定された全 11 局で環境基

準を達成している（1時間値の最高値は0.101～0.161mg/m3、日平均値の2%除外値は0.034

～0.052mg/m3で日平均値が 0.10mg/m3を超えた日数は 0 日）。光化学オキシダントは、測定

された全9局で環境基準を達成していない（昼間の1時間値の最高値は0.088～0.101ppm）。

微小粒子状物質は測定された6局のうち、1局で環境基準を達成している（北九州の日平均

値の年間98%値は37.4μg/m3、年平均値は15.7μg/m3、若松の日平均値の年間98%値は35.8

μg/m3、年平均値は 15.3μg/m3、戸畑の日平均値の年間 98%値は 35.1μg/m3、年平均値は

15.3μg/m3、西本町の日平均値の年間98%値は36.0μg/m3、年平均値は15.1μg/m3、彦島の

日平均値の年間 98%値は 35.1μg/m3、年平均値は 14.7μg/m3、それ以外の 1 局の日平均値

の年間 98%値は 33.7μg/m3、年平均値は 13.1μg/m3）。ダイオキシン類は、測定された全 2

局で環境基準を達成している（年平均値は0.011～0.027pg-TEQ/m3）。 

3.騒音 

道路交通騒音については、平成 30 年度は 51 地点で調査が行われており、38 地点で

環境基準を達成している。環境基準を超過した地点は、北九州市については戸畑区福柳

木一丁目の一般国道 3 号（昼間 75dB・夜間 73dB）、門司区大里本町二丁目の一般国道

199 号（昼間 72dB・夜間 70dB）、若松区古前一丁目の一般国道 199 号（昼間 72dB）、八

幡東区前田一丁目の一般国道 3号（夜間 66dB）、門司区松原一丁目の一般国道 199 号（昼

間 72dB・夜間 69dB）、八幡西区陣山 2丁目 3の一般国道 3号（昼間 72dB・夜間 69dB）、

戸畑区三六町 17 の一般国道 199 号（昼間 73dB・夜間 68dB）、若松区波打町 11 の一般国

道 495 号（昼間 71dB）、八幡東区荒手 1 丁目 15 の主要地方道八幡戸畑線（昼間 75dB・

夜間 71dB）、小倉北区篠崎一丁目の一般市道弁天町東篠崎 1 号線（夜間 66dB）、八幡西

区黒崎一丁目の一般国道 3号（昼間 76dB・夜間 72dB）、小倉北区上到津二丁目の一般国

道 3号（昼間 72dB・夜間 69dB）、小倉北区高坊二丁目の一般国道 10 号（夜間 66dB）で

あり、その他の地点は昼間 58～70dB、夜間 53～64dB である。 

4.振動 

事業実施想定区域及びその周囲では、道路交通振動等に係る公表資料はない。 

5.その他 

事業実施想定区域及びその周囲では、低周波音等に係る公表資料はない。 
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表 3-1(2) 自然的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

水環境の 

状況 

1.水象 

事業実施想定区域及びその周囲には、主要な河川として北九州市側で板櫃川、紫川、

砂津川、神嶽川、村中川、大川が、下関市側で武久川がある。また、主要な海域として

関門海峡、響灘、洞海湾がある。 

2.水質 

(1)河川 

河川における生活環境項目については、平成 30 年度は 8地点で調査が行われている。 

BOD（生物化学的酸素要求量）、SS（浮遊物質量）は、全ての調査地点で環境基準を達

成している（BOD（75%値）について、A類型の地点で 0.9～1.1mg/L、B 類型の地点で 1.0

～1.4mg/L。SS について、A類型の地点で<1～8mg/L、B 類型の地点で<1～7mg/L。）。 

pH（水素イオン濃度）は、8地点のうち 1地点で環境基準を超過している（環境基準

を超過している地点について、紫川 紫川取水堰（A 類型）で 8.0～8.6。達成している

地点について、A類型の地点で 7.6～8.1、B 類型の地点で 7.6～8.4。）。 

DO（溶存酸素量）は、8地点のうち 3地点で環境基準を下回っている（環境基準を下

回っている地点について、板櫃川 新港橋（B 類型）で 4.0～8.9mg/L、紫川 勝山橋（B

類型）で 4.6～9.4mg/L、神嶽川 旦過橋（B類型）で 3.0～9.4mg/L。達成している地点

について、A類型の地点で 7.6～13mg/L、B 類型の地点で 5.2～12mg/L。）。 

大腸菌群数は、8地点のうち 6地点で環境基準を超過している（環境基準を超過して

いる地点について、板櫃川 境橋（A 類型）で 140～24,000MPN/100mL、紫川 勝山橋（B

類型）で 4～5,400MPN/100mL、神嶽川 旦過橋（B 類型）で 8～35,000MPN/100mL、村中

川 村中川橋（B 類型）で 170～16,000MPN/100mL、大川 大里橋（B 類型）で 70～

24,000MPN/100mL、武久川 汐入橋（B類型）で 1,300～33,000MPN/100mL。達成している

地点について、A 類型の地点で 49～ 920MPN/100mL、 B 類型の地点で 79～

1,600MPN/100mL。）。 

河川における健康項目については、平成 30 年度は 6 地点で調査が行われており、3

地点で全ての項目で環境基準を達成している（環境基準を超過している地点について、

紫川 勝山橋でふっ素 0.9mg/L、ほう素 3.4mg/L、神嶽川 旦過橋でふっ素 1.0mg/L、ほ

う素 3.6mg/L、板櫃川 新港橋でほう素 2.9mg/L。全ての項目で環境基準を達成している

地点について、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 1.4～2mg/L、ふっ素 0.1～0.2mg/L、ほう

素<0.1～0.2mg/L、それ以外の項目は年間通して全検体で報告下限値未満。）。 

河川におけるダイオキシン類については、平成 30 年度は 3 地点で調査が行われてお

り、全ての調査地点で環境基準を達成している（0.03～0.20pg-TEQ/L）。 

(2)海域 

海域における生活環境項目については、平成30年度は19地点で調査が行われている。 

COD（化学的酸素要求量）は、19 地点のうち 1 地点で環境基準を超過している（COD

（75%値）について、環境基準を超過している地点は、洞海湾水域（洞海湾口部）D2（B

類型）で 2.0mg/L。達成している地点は、A 類型の地点で 1.2～1.6mg/L、C 類型の地点

で 1.5～2.7mg/L。）。 

SS（浮遊物質量）は、8地点で調査が行われており、全ての調査地点で環境基準を達

成している（A類型の地点で 0.5mg/L。）。 

pH（水素イオン濃度）は、19 地点のうち 3 地点で環境基準を超過している（環境基

準を超過している地点について、洞海湾水域（奥洞海）D3（C 類型）で 8.1～8.5、洞海

湾水域（奥洞海）D6（C 類型）で 7.9～8.6、洞海湾水域（新日鉄戸畑泊地）K7（C 類型）

で 8.1～8.6。達成している地点について、A 類型の地点で 8.1～8.3、B 類型の地点で

8.1～8.3、C類型の地点で 8.1～8.3。）。 
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表 3-1(3) 自然的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

水環境の 

状況 

2.水質 

(2)海域 

DO（溶存酸素量）は、19地点のうち 14 地点で環境基準を下回っている（環境基準を

下回っている地点について、洞海湾水域（響灘）H1（A 類型）で 6.5～9.1mg/L、洞海湾

水域（響灘）H3（A 類型）で 6.7～8.2mg/L、洞海湾水域（響灘）H4（A 類型）で 6.9～

8.8mg/L、洞海湾水域（響灘）H5（A 類型）で 6.5～8.8mg/L、響灘及び周防灘 K1（A 類

型）で 6.8～8.8mg/L、響灘及び周防灘 K4（A 類型）で 6.5～8.8mg/L、響灘及び周防灘

S-D-8（A 類型）で 6.3～8.6mg/L、響灘及び周防灘 S-D-10（A 類型）で 6.3～8.6mg/L、

響灘及び周防灘 S-D-11（A 類型）で 6.2～9.0mg/L、響灘及び周防灘 S-D-13（A 類型）

で 6.4～8.8mg/L、響灘及び周防灘 S-D-14（A 類型）で 6.3～8.9mg/L、響灘及び周防灘

S-D-15（A 類型）で 6.2～9.1mg/L、響灘及び周防灘 S-D-18（A 類型）で 6.5～8.8mg/L、

響灘及び周防灘 S-D-19（A 類型）で 6.3～8.7mg/L。達成している地点について、B類型

の地点で 6.2～9.8mg/L、C 類型の地点で 4.2～11.0mg/L。）。 

大腸菌群数は 14 地点、n-ヘキサン抽出物質は 7 地点で調査が行われており、全ての

調査地点で環境基準を達成している（n-ヘキサン抽出物質について、<0.5mg/L。大腸菌

群数について、<2.0～49MPN/100mL。）。 

全窒素は、19 地点のうち 1 地点で環境基準を超過している（環境基準を超過してい

る地点での平均値は、洞海湾水域（奥洞海）D6（Ⅳ類型）で 1.2mg/L、その他の地点で

はⅡ類型で 0.11～0.28mg/L、Ⅳ類型で 0.39～0.90mg/L。）。全燐は 19 地点のうち 1地点

で環境基準を超過している（環境基準を超過している地点での平均値は、響灘及び周防

灘（Ⅱ類型）で 0.040mg/L、その他の地点ではⅡ類型で 0.009～0.016mg/L、Ⅳ類型で

0.019～0.059mg/L。）。 

全亜鉛、ノニルフェノール、LAS は、6 地点で調査が行われており、全ての地点で環

境基準を達成している（全亜鉛について、0.004～0.009mg/L。ノニルフェノールについ

て、<0.00006～0.00007mg/L。LAS について、<0.0006mg/L。）。 

海域における健康項目については、平成 30 年度は 9 地点で調査が行われており、い

ずれの項目も全ての調査地点で環境基準を達成している（硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

0.07～1mg/L、それ以外の項目は年間を通して全検体で報告下限値未満。）。 

海域におけるダイオキシン類については、平成 30 年度は 4 地点で調査が行われてお

り、全ての調査地点で環境基準を達成している（0.030～0.073pg-TEQ/L）。 

3.水底の底質 

海域 2 地点でダイオキシン類について調査されており、平成 30 年度は全ての調査地

点で環境基準を達成している（15～28pg-TEQ/g）。 

4.その他 

事業実施想定区域及びその周囲では、環境基準が定められている健康項目を対象に地

下水の概況調査等が 23 地点で実施されており、平成 30 年度は 8地点で環境基準を超過

している（門司区葛葉でテトラクロロエチレン 0.015mg/L、門司区黄金町でテトラクロ

ロエチレン 0.022mg/L、門司区原町別院でテトラクロロエチレン 0.032mg/L、門司区原

町別院で四塩化炭素 0.0071mg/L、小倉北区神幸町で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

19mg/L、小倉北区魚町で砒素 0.027mg/L、戸畑区沢見で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

12mg/L、八幡東区尾倉で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 12mg/L）。 
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表 3-1(4) 自然的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

土壌及び 

地盤の状況 

1.土壌 

事業実施想定区域及びその周囲では、主に褐色森林土壌（黄褐系）、乾性褐色森林土壌（赤

褐系）、乾性褐色森林土壌（黄褐系）、未区分地（人口改変地、市街地）が広く分布してい

る。 

事業実施想定区域及びその周囲では、「土壌汚染対策法」に基づく指定区域として「形質

変更時要届出区域」が 57 箇所指定されている。また、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」により指定された区域（廃棄物が地下にある土地の区域）が5箇所ある。 

なお、事業実施想定区域及びその周囲には「底質の処理・処分等に関する指針」に基

づき処理された PCB 盛立地及び「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」に基づき

指定された農用地土壌汚染対策地域はない。 

また、土壌のダイオキシン類について、平成 29 年度は 1地点で調査が行われており、

環境基準を達成している（0.0018pg-TEQ/g）。 

2.地盤 

事業実施想定区域及びその周囲では、「平成 30 年度全国の地盤沈下地域の概況」による

と、これまでに地盤沈下が観測された地域はない。また、北九州市及び下関市では、「建築

物用地下水の採取の規制に関する法律」、「工業用水法」による地下水の制限地域はない。 

地形及び 

地質の状況 

1.地形 

事業実施想定区域及びその周囲には、北九州市側は主に干拓及び埋立地、三角州、大

起伏山地、砂礫台地（段丘）、丘陵地が、下関市側は主に丘陵地、岩石台地（段丘）、崖

が分布している。 

2.地質 

事業実施想定区域及びその周囲には、北九州市側は主に未固結堆積物（砂・礫・粘土

（沖積層及び埋土））、固結堆積物（火山質礫岩・凝灰質砂岩・頁岩・凝灰岩・安山岩質

溶岩（下関亜層群）、砂岩・頁岩・礫岩（一部凝灰岩）および石炭（古第三紀層）、礫岩）、

変成岩類が、下関市側は主に未固結堆積物（砂・礫・粘土（沖積層及び埋土））、固結堆

積物（火山質礫岩・凝灰質砂岩・頁岩・凝灰岩・安山岩質溶岩（下関亜層群）、砂岩・

頁岩・礫岩（一部凝灰岩）および石炭（古第三紀層））、火山性岩石（玄武岩）、深成岩

（花崗岩・花崗閃緑岩）が分布している。 

3.活断層 

事業実施想定区域及びその周囲には、小倉東断層がある。 

4.重要な地形・地質 

事業実施想定区域及びその周囲には、「第 1回自然環境保全基礎調査 すぐれた自然調

査」に記載されている「地形・地質・自然現象」に係るものとして、大珪化木、化石産

地、鐘状火山の重要な地形及び地質が分布している。 
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表 3-1(5) 自然的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

動植物の生息

又は生育、植

生及び生態系

の状況 

1.動物 

事業実施想定区域及びその周囲には、重要な動物種の生息地として、絶滅のおそれ

のある野生動植物の種の保存に関する法律による国際希少野生動植物種のアカウミガ

メ、環境省レッドリスト 2020 による絶滅危惧 IA 類のオオウラギンヒョウモン、福岡

県レッドデータブック 2014 による絶滅危惧 IB 類のヒカゲチョウ等の生息が記録され

ている。 

2.植物 

事業実施想定区域及びその周囲には、重要な植物種・群落の生育地として、重要な

植物群落の河頭山の照葉樹林、彦島弟子待町中山龍神社叢、彦島福浦町金比羅神社社

叢、六連島中心部の南側部、六連島西海岸部のほか、クスノキ等の巨樹・巨木林、タ

ブノキ等の保存樹が多数分布する。 

3.生態系 

事業実施想定区域及びその周囲には、生態系の保全上重要であって、まとまって存

在する自然環境として藻場、自然海岸、北九州国定公園、生物多様性の観点から重要

度の高い海域が分布する。 

景観及び人と

自然との触れ

合い活動の場

の状況 

1.景観 

事業実施想定区域及びその周囲には、景観資源として北九州国定公園、関門海峡、

老の山の 3 箇所が分布する。また、主要な眺望点として荒田埠頭、老の山公園、ナイ

スビューパーク等の 24 箇所が分布する。 

2.人と自然との触れ合いの活動の場 

事業実施想定区域及びその周囲には、主要な人と自然との触れ合いの活動の場とし

て北九州国定公園、日明・海峡釣り公園、ひこっとらんどマリンビーチ等が分布する。 

※動植物について、文化財保護法（昭和25年5月30日法律第214号）、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存

に関する法律（平成4年6月5日法律第75号）、山口県希少野生動植物種保護条例（平成17年3月18日山口県条例

第8号）、環境省レッドリスト（令和2年3月、環境省）、環境省版海洋生物レッドリスト（平成29年3月、環境

省）、福岡県レッドデータブック（平成23年11月・平成26年8月、福岡県）、山口県レッドリスト（平成30年3

月、山口県）、国立・国定公園における植物の保護対策について（指定植物）（平成27年8月、環境省）、植物

群落レッドデータブック（平成8年、（財）日本自然保護協会）、自然環境保全基礎調査（環境省）、下関市環

境基本計画（平成29年3月、下関市環境部環境政策課）、保存樹マップ（平成31年3月、北九州市建設局公園緑

地部緑政課）により重要種を把握し、詳細な位置情報の記載のある既存資料により対象種の生息・生育の有無

及び事業実施想定区域との位置関係を把握した。 
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表 3-2(1) 自然的状況の把握に用いた既存資料 
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表 3-2(2)  自然的状況の把握に用いた既存資料 
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3.2 社会的状況 

事業実施想定区域及びその周囲における主な社会的状況を把握した結果は、表 3-3 及

び図 3-1 に示すとおりです。また、社会的状況の把握に用いた既存資料は、表 3-4 に示

すとおりです。 

 

表 3-3(1) 社会的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

人口及び産業の状

況 

1.人口 

令和 2年 3月時点の北九州市の人口は 937,833 人、世帯数は 431,578 世帯、下関

市の人口は 259,346 人、世帯数は 130,077 世帯である。平成 27 年時点の人口は、

平成 7年と比べ福岡県全体及び下関市では増加しているが、北九州市及び山口県全

体では減少している。 

2.産業 

平成 27 年度の北九州市の産業別就業者数の構成比は、第三次産業の占める割合

が高く約 72%、第二次産業の占める割合は約 24%、第一次産業の占める割合は約 1％

である。下関市の産業別就業者数の構成比は、第三次産業の占める割合が高く約

70%、第二次産業の占める割合は約 24%、第一次産業の占める割合は約 5％である。 

土地利用の状況 事業実施想定区域及びその周囲は、北九州市側では主に工業地、公共公益用地、

住宅地、広葉樹林として、下関市側では主に住宅地、工業地、普通畑、広葉樹林と

して利用されている。 

河川、湖沼及び海域

の利用並びに地下

水の利用状況 

1.利用状況 

事業実施想定区域及びその周囲における河川では、散策、水遊びの利用がある。 

事業実施想定区域及びその周囲における海域では、共同漁業権及び養殖業を対象

とした区画漁業権が設定されている。 

2.利水状況 

北九州市では表流水の利用が最も多く、下関市では原水受水が多くなっている。 

交通の状況 1.陸上交通 

事業実施想定区域及びその周囲には、高速自動車国道として九州縦貫自動車道鹿

児島線宮崎線が、都市高速道路として北九州高速 2 号線、4 号線、5 号線がある。

また、主要な一般国道として一般国道 3号、一般国道 191 号、一般国道 199 号等が、

主要地方道として八幡戸畑線、南風泊港線、福浦港金比羅線等がある。 

平成 27 年度の交通量は、九州縦貫自動車道鹿児島線宮崎線で 31,317 台、北九州

高速 2 号線で 8,800 台、北九州高速 4号線で 24,536～42,406 台、北九州高速 5 号

線で 16,996 台、一般国道 3 号で 19,700～55,143 台、一般国道 191 号で 19,165～

31,791 台、一般国道 199 号で 4,605～45,380 台、八幡戸畑線で 10,438～27,343 台、

南風泊港線で 6,218～23,658 台、福浦港金比羅線で 18,865～20,349 台となってい

る。 

鉄道は山陽新幹線、JR 山陽本線、JR 鹿児島本線、JR 日豊本線、JR 筑豊本線及び、

私鉄の北九州高速鉄道がある。 

2.海上交通 

事業実施想定区域の周辺海域には、国際拠点港湾である北九州港、下関港があり、

両港を結ぶ関門航路が存在する。 
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表 3-3(2) 社会的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

学校、病院その他の

環境の保全につい

ての配慮が特に必

要な施設の配置の

状況及び住宅の配

置の概況 

事業実施想定区域及びその周囲には、小学校が 70 箇所、中学校が 41 箇所、高等

学校が 30 箇所、大学、短期大学、専修学校、特別支援学校が 43 箇所、幼稚園が

54 箇所、保育所が 87 箇所、社会福祉施設が 142 箇所、病院が 44 箇所、図書館が

12 箇所分布している。 

また、北九州市及び下関市ともに主に市街地・集落で形成されており、それぞれ

人口集中地区（DID）がある。 

上水道の整備状況 上水道普及率は、北九州市では 99.7％、下関市では 97.5％となっている。 

下水道の整備状況  下水道整備率は、北九州市では 99.9％、下関市では 76.9％となっている。 

環境の保全を目的

として法令等によ

り指定された地域

その他の対象及び

当該対象に係る規

制の内容その他の

状況 

1.大気汚染防止法第五条の二第一項の規定により定められた指定地域 

事業実施想定区域及びその周囲では、北九州市が大気汚染防止法に基づく硫黄酸

化物の総量規制地域として定められているが、下関市は定められていない。なお、

大気汚染防止法に基づく窒素酸化物の総量規制地域は両市ともに定められていな

い。 

2.自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削

減等に関する特別措置法第六条第一項及び第八条第一項の規定により定められ

た窒素酸化物対策地域及び粒子状物質対策地域 

事業実施想定区域及びその周囲には、対策地域はない。 

3.幹線道路の沿道の整備に関する法律第五条第一項の規定により指定された沿道

整備道路 

事業実施想定区域及びその周囲には、沿道整備道路はない。 

4.自然公園法第五条第一項の規定により指定された国立公園、同条第二項の規定

により指定された国定公園又は同法第七十二条の規定により指定された都道府

県立自然公園の地域 

 事業実施想定区域及びその周囲には、北九州国定公園がある。 

5.自然環境保全法第十四条第一項の規定により指定された原生自然環境保全地域、同法第

二十二条第一項の規定により指定された自然環境保全地域又は同法四十五条第一項の規

定により指定された都道府県立自然環境保全地域 

 事業実施想定区域及びその周囲には、自然環境保全地域はない。 

6.世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約第十一条二の世界遺産一覧表

に記載された文化遺産及び自然遺産の区域 

 事業実施想定区域及びその周囲には、世界遺産一覧表に記載された文化遺産として

明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業がある。 

7.首都圏近郊緑地保全法第三条第一項の規定により指定された近郊緑地保全区域 

 事業実施想定区域及びその周囲には、近郊緑地保全区域はない。 

8.近畿圏の保全区域の整備に関する法律第五条第一項の規定により指定された近

郊緑地保全区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、近郊緑地保全区域はない。 

9.都市緑地法第五条第一項の規定により指定された緑地保全地域又は同法第十二

条第一項の規定により指定された特別緑地保全地区の区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、夜宮特別緑地保全地区、番所跡特別緑地保

全地区、大谷池特別緑地保全地区等の特別緑地保全地区が 5箇所ある。 

10.絶滅のおそれがある野生動植物の種の保存に関する法律第三十六条第一項の

規定により指定された生息地等保護区の区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、生息地等保護区の区域はない。 
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表 3-3(3) 社会的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

環境の保全を目的

として法令等によ

り指定された地域

その他の対象及び

当該対象に係る規

制の内容その他の

状況 

11.鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第二十八条第一項の規

定により指定された鳥獣保護区の区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、到津鳥獣保護区、帆柱山鳥獣保護区、火の

山、霊鷲山鳥獣保護区等の鳥獣保護区が 6箇所ある。 

12.特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約第二条一の規定に

より指定された湿地の区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、湿地の区域はない。 

13.文化財保護法第百九条第一項の規定により指定された名勝又は天然記念物 

事業実施想定区域及びその周囲には、文化財保護法の規定による名勝はないが、

国または市により指定された天然記念物として夜宮の大珪化木、六連島の雲母玄武

岩、彦島西山の化石層がある。また、事業実施想定区域及びその周囲には、文化財

保護法又は各市条例に基づき指定された史跡や有形文化財がある。 

14.都市計画法第八条第一項第七号の規定により定められた風致地区の区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、風師風致地区、足立・戸ノ上風致地区、紅

紫山風致地区、日和山風致地区等の風致地区が 9箇所ある。 

15.環境基本法第十六条第一項の規定により定められた環境基準 

(1)騒音に係る環境基準の類型の指定状況 

北九州市は、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層

住居専用地域、第二種中高層住居専用地域が A類型、第一種住居地域、第二種住居

地域、準住居地域、市街化調整区域が B類型、近隣商業地域、商業地域、準工業地

域、工業地域が C類型とされている。 

下関市は、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住

居専用地域、第二種中高層住居専用地域が A類型、第一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域が B類型、近隣商業地域、商業地域、準工業地域が C類型とされて

いる。 

(2)水質汚濁に係る環境基準の類型の指定状況 

水質汚濁に係る環境基準については、紫川上流、板堰川中流で A類型、紫川下流、

神嶽川、板堰川下流、大川、村中川、武久川で B類型に指定されている。なお、海

域では響灘及び周防灘、響灘で A類型、洞海湾湾口部で B類型、その他の洞海湾水

域で C類型に指定されている。 

(3)その他 

大気汚染に係る環境基準、地下水の汚染に係る環境基準、水底の底質に係る環境

基準、土壌の汚染に係る環境基準は、物質ごとに全国一律に指定されている。 

16.環境基本法第十七条の規定により策定された公害防止計画の策定の状況 

事業実施想定区域及びその周囲では、策定地域として北九州市が指定されてい

る。 

17.騒音規制法第三条第一項及び第十七条第一項に基づく指定地域内における自動車

騒音の限度、地域指定状況、区域の区分、時間の区分の状況 

北九州市は、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層

住居専用地域、第二種中高層住居専用地域が a区域、第一種住居地域、第二種住居

地域、準住居地域、市街化調整区域が b区域、近隣商業地域、商業地域、準工業地

域、工業地域が c区域とされている。 

下関市は、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住

居専用地域、第二種中高層住居専用地域が a区域、第一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域が b 区域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域が c

区域とされている。 
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表 3-3(4) 社会的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

環境の保全を目的

として法令等によ

り指定された地域

その他の対象及び

当該対象に係る規

制の内容その他の

状況 

18.振動規制法第十六条第一項に規定する道路交通振動の限度、地域指定状況、区

域の区分、時間の区分の状況 

北九州市は、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層

住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準

住居地域、市街化調整区域が第一種区域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、

工業地域が第二種区域とされている。 

下関市は、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住

居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住

居地域が第一種区域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域が第二種区

域とされている。 

19.水質汚濁防止法第三条第三項の規定により排水基準が定められた区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、上乗せ排水基準を適用する区域がある。 

20.水質汚濁防止法第四条の二第一項に規定する指定地域 

事業実施想定区域及びその周囲は、全域が総量削減基本方針に係る規制の指定地

域に指定されている。 

21.瀬戸内海環境保全特別措置法第五条第一項に規定する関係府県の区域 

事業実施想定区域及びその周囲は、全域が瀬戸内海環境保全特別措置法第 5 条

第 1 項に規定する関係府県の区域に指定されている。 

22.瀬戸内海環境保全特別措置法第十二条の七の規定により指定された自然海浜

保全地区 

事業実施想定区域及びその周囲には、自然海浜保全地区はない。 

23.湖沼水質保全特別措置法第三条第二項の規定により指定された指定地域 

事業実施想定区域及びその周囲には、指定地域はない。 

24.排水基準を定める省令別表第二の備考六に規定する湖沼及び海域 

事業実施想定区域及びその周囲には、窒素含有量についての排水基準を定める湖

沼及び海域はない。 

25.排水基準を定める省令別表第二の備考七に規定する湖沼及び海域 

事業実施想定区域及びその周囲には、りん含有量についての排水基準を定める湖

沼及び海域はない。 

26.土壌汚染対策法第六条第一項の規定により指定された区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、要措置区域はない。 

27.ダイオキシン類対策特別措置法第二十九条第一項の規定により指定されたダ

イオキシン類土壌汚染対策地域 

事業実施想定区域及びその周囲には、ダイオキシン類土壌汚染対策地域はない。 

28.廃棄物の処理及び清掃に関する法律第十五条の十七第一項の規定により指定

された指定区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、指定区域がある。 

29.農用地の土壌の汚染防止等に関する法律第三条第一項の規定により指定され

た農用地土壌汚染対策地域 

事業実施想定区域及びその周囲には、農用地土壌汚染対策地域はない。 

30.森林法第二十五条の規定により指定された保安林のうち、公衆の保健又は名所

若しくは旧跡の風致の保存のために指定された保安林 

事業実施想定区域及びその周囲には、公衆の保健又は名所若しくは旧跡の風致の

保存のために指定された保安林がある。 

31.都市緑地法第四条第一項により市町村が定める緑地の保全及び緑地の推進に

関する基本計画（「緑の基本計画」） 

緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画として、北九州市及び下関市で緑の

基本計画が策定されている。 
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表 3-3(5) 社会的状況 

項目 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

環境の保全を目的

として法令等によ

り指定された地域

その他の対象及び

当該対象に係る規

制の内容その他の

状況 

32.景観法第八条第一項により景観行政団体が定める良好な景観の形式に関する

計画（景観計画） 

北九州市では「北九州市景観計画」が、下関市では「下関市景観計画」が策定さ

れている。「北九州市景観計画」において、北九州市全域が景観計画区域に定めら

れており、事業実施想定区域及びその周囲では、大里地区、小倉駅周辺地区、日明

地区等が臨海部産業景観形成誘導地域として、門司港地区、小倉都心地区、若松地

区等が景観重点整備地区として、関門海峡に面した地域が関門景観形成地域として

定められている。また、「下関市景観計画」において、下関市全域が景観計画区域

に定められており、事業実施想定区域及びその周囲では、関門海峡に面した地域が

関門景観形成地域として定められている。 

さらに、関門景観の一層の魅力向上を図るため、両市が連携して「関門景観条例」

を制定しており、本条例に基づき、「関門景観基本構想」が定められている。 

33.都市計画法第八条第一項第一号の規定により定められた用途地域 

事業実施想定区域及びその周囲には、用途地域が定められている。 

34.その他の環境の保全を目的として法令等に規定する区域等の状況 

(1)港湾法第二条第三項の規定に基づく港湾区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、港湾区域がある。 

(2)河川法第五十四条第一項の規定に基づく河川保全区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、河川保全区域はない。 

(3)海岸法第三条第一項の規定に基づく海岸保全区域 

事業実施想定区域及びその周囲には、海岸保全区域がある。 

(4)地域における歴史的風致維持及び向上に関する法律第五条第一項の規定により

市町村が定める歴史的風致の維持及び向上に関する計画（「歴史的風致維持向上

計画」） 

事業実施想定区域及びその周囲には、歴史的風致維持向上計画はない。 
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表 3-4（1） 社会的状況の把握に用いた既存資料 
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表 3-4（2） 社会的状況の把握に用いた既存資料 
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図 3-1(1) 自然的状況、社会的状況

（その１） 
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図 3-1(2) 自然的状況、社会的状況

（その２） 
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第4章 計画段階配慮事項ごとに調査、予測及び評価の結果をとりまとめたもの 

4.1 計画段階配慮事項の選定 

既存資料で得られた情報により、重大な影響を受けるおそれのある環境の要素につい

て検討し、計画段階配慮事項を選定しました。 

計画段階配慮事項として選定した環境要素と選定理由は、表 4-1 に示すとおりです。 

 

表 4-1 計画段階配慮事項の選定結果とその理由 

影響要因 

 

環境要素 

土地又は工作物の 

存在及び供用 選定理由 

道路の存在 自動車の走行 

環境の自然的構成

要素の良好な状態

の保持を旨として

調査、予測及び評

価されるべき環境

要素 

大気 

環境 

大気質  ○ 

事業実施想定区域及びその周囲に

は、集落・市街地等が分布している。

自動車の走行に伴い、大気質への環

境影響を及ぼすおそれがあるため選

定した。 

騒音  ○ 

事業実施想定区域及びその周囲に

は、集落・市街地等が分布している。

自動車の走行に伴い、騒音への環境

影響を及ぼすおそれがあるため選定

した。 

生物の多様性の確

保及び自然環境の

体系的保全を旨と

して調査、予測及

び評価されるべき

環境要素 

動物 ○  

事業実施想定区域及びその周囲に

は、重要な動物種が生息している。

道路の存在に伴い、動物への環境影

響を及ぼすおそれがあるため選定し

た。 

植物 ○  

事業実施想定区域及びその周囲に

は、重要な植物群落、巨樹・巨木林、

保存樹が生育している。 

道路の存在に伴い、植物への環境影

響を及ぼすおそれがあるため選定し

た。 

生態系 ○  

事業実施想定区域及びその周囲に

は、生態系の保全上重要であって、

まとまって存在する自然環境とし

て、藻場や自然海岸等が分布してい

る。道路の存在に伴い、生態系への

環境影響を及ぼすおそれがあるため

選定した。 

人と自然との豊か

な触れ合いを旨と

して調査、予測及

び評価されるべき

環境要素 

景観 ○  

事業実施想定区域及びその周囲に

は、景観資源が分布している。また、

当該地域には、景観法に基づく「北

九州市景観計画」、「下関市景観計画」

により定められた景観形成誘導地

域、景観重点整備地区、関門景観形

成地域があるほか、北九州市及び下

関市が連携して「関門景観条例」を

制定し、本条例に基づき、「関門景観

基本構想」が定められている。道路

の存在に伴い、景観への環境影響を

及ぼすおそれがあるため、選定した。 



- 43 - 

4.2 計画段階配慮事項に関する調査・予測・評価の手法 

道路事業の場合、計画段階における地域特性の把握は既存資料の調査によるものであ

り、詳細なルートの位置や道路構造等について検討段階であるため、必ずしも定量的な

予測・評価ができるものではありません。 

このため、計画段階配慮事項に関する調査・予測・評価の手法は、概ねのルートの位

置や基本的な道路構造等を検討する段階における、事業計画の熟度や検討スケールに応

じた環境配慮を適切に実施できる手法としました。調査は、複数案が含まれるエリア全

体を広域的に調査できる既存資料に基づき、計画段階における環境配慮が必要な対象で

ある検討対象（大気質や騒音では集落・市街地、動物であれば重要な種の生息地等）の

位置・分布を把握する方法としました。把握できたものについては、表 4-2 に示すとお

りです。また、予測は、環境の状況の変化を把握する方法としました。評価は、環境影

響の程度を整理し、各ルート帯を比較する方法としました。 
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表 4-2 計画段階配慮事項に関する調査、予測、評価の手法 

計画段階配慮事項 検討対象 調査手法 予測手法 評価手法 

自動車の走行によ

る大気質 

集落・市街地等の位置 

・集落・市街地※1 

・学校、病院その他の環境

の保全についての配慮が

特に必要な施設※2 

既存資料 集落・市街地等の位

置と複数案との位置

関係を把握 

回避又は通過の状

況を整理・比較 

自動車の走行によ

る騒音 

道路の存在による

動物 

重要な種の生息地等 

・重要な動物種※3 

既存資料 重要な種の生息地等

の位置と複数案との

位置関係を把握 

回避又は通過、分

断の状況を整理・

比較 

道路の存在による

植物 

重要な種・群落の生育地等 

・重要な植物群落※4 

・巨樹・巨木林※5 

・保存樹※6 

既存資料 重要な種・群落の生

育地等の位置と複数

案との位置関係を把

握 

回避又は通過、分

断の状況を整理・

比較 

道路の存在による

生態系 

生態系の保全上重要であっ

て、まとまって存在する自

然環境 

・鳥獣保護区※7 

・特別緑地保全地区※8 

・保安林※9 

・藻場※10 

・自然海岸※11 

・自然公園※12 

・生物多様性の観点から重

要度の高い海域※13 

既存資料 生態系の保全上重要

であって、まとまっ

て存在する自然環境

の位置と複数案との

位置関係を把握 

回避又は通過、分

断の状況を整理・

比較 

道路の存在による

景観 

景観資源 

・景観資源※14 

既存資料 景観資源の位置と複

数案との位置関係を

把握 

回避又は通過、分

断の状況を整理・

比較 

※1) 集落・市街地は、都市計画図（用途地域：住居系地域）、現存植生図（市街地とされている地域）の位置情
報を重ね合わせる方法により設定した。 
集落・市街地の既存資料：北九州広域都市計画 用途地域 GIS データ（令和元年 6 月、北九州市）、下関市都
市計画情報システム 都市計画等の情報（令和 2 年 3 月、下関市都市計画課計画係）、第 6-7 回自然環境保全
基礎調査 植生調査（平成 11 年～、環境省自然環境局生物多様性センター） 

※2) 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の既存資料： 北九州市 市の施設（修正）
（平成 30 年 1 月、北九州市総務企画局）、保育所等一覧（令和 2 年 4 月、北九州市子ども家庭局子ども家庭
部保育課）、学校一覧（令和 2年 3月、北九州市教育委員会総務部総務課）、学校一覧（令和元年 7 月、下関
市教育委員会学校教育課）、高齢者・介護に関する施設（令和 2 年 3 月、北九州市保健福祉局地域福祉部長
寿社会対策課）、令和 2 年度教育・施設一覧（令和元年 10 月、下関市こども未来部幼児保育課）、保健福祉
施設等名簿（2019 年 4 月 1日現在）について（令和 2 年 3月、山口県健康福祉部厚政課）、北九州市 医療機
関名簿【病院】（令和元年 10 月、北九州市保健福祉局）、病院一覧（平成 31 年 4月、山口県健康福祉部医務
保険課医療指導班）、国土数値情報 文化施設データ（平成 25 年度）（令和 2年 3月、国土交通省国土政策局
国土情報課） 

※3) 重要な動物種は、文化財保護法（昭和 25 年 5 月 30 日法律第 214 号）、絶滅のおそれのある野生動植物の種
の保存に関する法律（平成 4 年 6 月 5 日法律第 75 号）、山口県希少野生動植物種保護条例（平成 17 年 3 月
18 日山口県条例第 8号）、環境省レッドリスト（令和 2 年 3月、環境省）、環境省版海洋生物レッドリスト（平
成 29 年 3月、環境省）、福岡県レッドデータブック（平成 23 年 11 月・平成 26 年 8 月、福岡県）、山口県レ
ッドリスト（平成 30 年 3 月、山口県）により重要種を把握した上で、既存資料により位置情報の記載のあ
る種の生息地を設定した。 
重要な動物種の既存資料：第 1回自然環境保全基礎調査 すぐれた自然調査（昭和 51 年、環境庁）、第 2回自
然環境保全基礎調査 動物分布調査（昭和 54～56 年、環境庁）、海洋状況表示システム（平成 31 年 2 月、海
上保安庁） 

※4) 重要な植物群落は、文化財保護法（昭和 25 年 5 月 30 日法律第 214 号）、植物群落レッドデータブック（平
成 8年、（財）日本自然保護協会）、自然環境保全基礎調査（環境省）、福岡県レッドデータブック（平成
23 年 11 月、福岡県）、下関市環境基本計画（平成 29 年 3 月、下関市環境部環境政策課）により重要な植物
群落を把握した上で、既存資料により位置情報の記載のある種の生育地を設定した。 
重要な植物群落の既存資料：第 2 回自然環境保全基礎調査 特定植物群落調査（昭和 55 年、環境庁）、第 3
回自然環境保全基礎調査 特定植物群落調査（平成元年、環境庁）、下関市環境基本計画（平成 29 年 3月、下
関市環境部環境政策課） 
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※5) 巨樹・巨木林の既存資料：第 4回自然環境保全基礎調査 巨樹・巨木林調査（平成 3年、環境庁）、第 6回自
然環境保全基礎調査 巨樹・巨木林フォローアップ調査（平成 13 年、環境省） 

※6) 保存樹の既存資料：保存樹マップ（平成 31 年 3月、北九州市建設局公園緑地部緑政課） 
※7) 鳥獣保護区の既存資料：令和元年度福岡県鳥獣保護区等位置図（令和元年 8 月、福岡県農林水産部農山漁村

振興課）、令和元年度（2019 年度）山口県鳥獣保護区等概要図（令和元年 11 月、山口県環境生活部自然保護
課） 

※8) 特別緑地保全地区の既存資料：令和元年度版 北九州市の環境（令和元年 9 月、北九州市環境局総務政策部
総務課）、地域情報ポータルサイト G-motty 都市計画図（令和 2年 3 月、一般社団法人 G-motty） 

※9) 保安林の既存資料：国土数値情報 森林地域データ 保安林（平成 27 年度）（令和 2年 3月、国土交通省国土
政策局国土情報課） 

※10)藻場の既存資料：第 4 回自然環境保全基礎調査 海域生物環境調査（平成 7年、環境庁） 
※11)自然海岸の既存資料：第 5回自然環境保全基礎調査 海辺調査（平成 10 年 3月、環境庁自然保護局） 
※12)自然公園の既存資料：福岡県自然公園区域図（平成 18 年 3月、福岡県）、北九州国定公園（平成 30 年 10 月、

福岡県環境部自然環境課自然公園係） 
※13)生物多様性の観点から重要度の高い海域の既存資料：生物多様性の観点から重要度の高い海域（令和 2 年 3

月、環境省自然環境局自然環境計画課） 
※14)景観資源の既存資料：福岡県自然公園区域図（平成 18 年 3月、福岡県）、北九州国定公園（平成 30 年 10 月、

福岡県環境部自然環境課自然公園係）、関門景観基本構想（平成 14 年 4月、下関市・北九州市） 

 

 

4.3 計画段階配慮事項に関する調査・予測・評価の結果 

計画段階配慮事項に関する調査は、既存資料に基づき表 4-2 の「検討対象」の位置・

分布を把握し、図 4-1 に調査の結果として記載しました。予測では、表 4-3 に回避等の

状況を記載し、環境の状況の変化を把握しました。 

選定された計画段階配慮事項の各ルート帯における影響の程度は、表 4-3 に示すとお

りです。 

道路の存在による動物、植物、景観の環境要素について、各ルート帯の影響は同程度

であると評価します。 

自動車の走行による大気質、騒音の環境要素について、いずれのルート帯においても

影響を与える可能性があります。ただし、案①別線案（臨海部迂回ルート）及び案②別

線案（集落・市街地回避ルート）は、案③別線案（海峡渡河幅最小ルート）に比べ環境

影響の程度は小さいと評価します。 

道路の存在による生態系の環境要素については、いずれのルート帯においても影響を

与える可能性があります。ただし、案②別線案（集落・市街地回避ルート）及び案③別

線案（海峡渡河幅最小ルート）は、案①別線案（臨海部迂回ルート）に比べ環境影響の

程度は小さいと評価します。 

今後、具体的なルートの位置や道路構造を決定する段階では、できる限り集落・市街

地等、重要な種の生息地等、重要な種・群落の生育地等、生態系の保全上重要であって、

まとまって存在する自然環境、景観資源への影響の回避・低減に取り組みます。 

なお、各検討対象について、回避が困難又は、必ずしも十分に低減されないおそれの

ある場合には、今後の環境影響評価の中で調査・予測・評価を行い、必要に応じて適切

な環境保全措置を検討します。 
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図 4-1 計画段階配慮事項の調査結果 
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表 4-3(1) 計画段階配慮事項に係る予測・評価の結果 

計画段階 

配慮事項 

【案①】別線案 

（臨海部迂回ルート） 

【案②】別線案 

（集落・市街地回避ルート） 

【案③】別線案 

（海峡渡河幅最小ルート） 

自動車の走行

による大気質 

ルート帯は、集落・市街地等

を通過するため、大気質・騒音

に影響を与える可能性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

ト位置や道路構造を決定する

段階において、集落・市街地等

をできる限り回避したルート

等を検討することにより、影響

低減が可能である。 

 

ルート帯は、集落・市街地等

を通過するため、大気質・騒音

に影響を与える可能性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

ト位置や道路構造を決定する

段階において、集落・市街地等

をできる限り回避したルート

等を検討することにより、影響

低減が可能である。 

 

ルート帯は、集落・市街地等

を通過するため、大気質・騒音

に影響を与える可能性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

ト位置や道路構造を決定する

段階において、集落・市街地等

をできる限り回避したルート

等を検討することにより、影響

低減が可能である。 

なお、集落・市街地等が多く

分布するルート帯であるため、

集落・市街地等を通過する程度

は他のルートに比べ大きいと

考えられる。 

自動車の走行

による騒音 

案①別線案（臨海部迂回ルート）及び案②別線案（集落・市街地回避ルート）は、案③別線

案（海峡渡河幅最小ルート）に比べ環境影響の程度は小さいと評価する。 

道路の存在に

よる動物 

ルート帯は、既存資料により

詳細な位置が特定できた重要

な動物種の生息地を通過する

ため、動物に影響を与える可能

性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、詳細な位置が

特定できた重要な動物種の生

息地をできる限り回避したル

ート等を検討することにより、

影響低減が可能である。 

ルート帯は、既存資料により

詳細な位置が特定できた重要

な動物種の生息地を通過する

ため、動物に影響を与える可能

性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、詳細な位置が

特定できた重要な動物種の生

息地をできる限り回避したル

ート等を検討することにより、

影響低減が可能である。 

ルート帯は、既存資料により

詳細な位置が特定できた重要

な動物種の生息地を通過する

ため、動物に影響を与える可能

性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、詳細な位置が

特定できた重要な動物種の生

息地をできる限り回避したル

ート等を検討することにより、

影響低減が可能である。 

いずれのルート帯も環境への影響が懸念されるが、今後の具体的なルートの位置や道路構造

の検討により影響低減が可能であるため、各ルート帯の影響は同程度であると評価する。 
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表 4-3(2) 計画段階配慮事項に係る予測・評価の結果 

計画段階 

配慮事項 

【案①】別線案 

（臨海部迂回ルート） 

【案②】別線案 

（集落・市街地回避ルート） 

【案③】別線案 

（海峡渡河幅最小ルート） 

道路の存在に

よる植物 

ルート帯は、既存資料により

詳細な位置が特定できた重要

な種・群落の生育地等を回避す

る。 

 

ルート帯は、既存資料により

詳細な位置が特定できた重要

な植物群落を通過するため、植

物に影響を与える可能性があ

る。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、詳細な位置が

特定できた重要な植物群落を

できる限り回避したルート等

を検討することにより、影響低

減が可能である。 

ルート帯は、既存資料により

詳細な位置が特定できた重要

な植物種（保存樹）を通過する

ため、植物に影響を与える可能

性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、詳細な位置が

特定できた重要な植物種（保存

樹）をできる限り回避したルー

ト等を検討することにより、影

響低減が可能である。 

案②別線案（集落・市街地回避ルート）及び案③別線案（海峡渡河幅最小ルート）は今後の

具体的なルートの位置や道路構造の検討により重要な種・群落の生育地等を回避する検討が可

能である。そのため、各ルート帯の影響は同程度であると評価する。 

道路の存在に

よる生態系 

ルート帯は、生態系の保全上

重要であって、まとまって存在

する自然環境の藻場、自然海

岸、生物多様性の観点から重要

度の高い海域を通過するため、

生態系に影響を与える可能性

がある。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、生態系の保全

上重要であって、まとまって存

在する自然環境をできる限り

回避したルート等を検討する

ことにより、影響低減が可能で

ある。 

なお、自然海岸がルート帯の

範囲に広く分布し、その一部を

改変する可能性があるため、生

態系の保全上重要であって、ま

とまって存在する自然環境を

通過する程度は他のルートに

比べ大きいと考えられる。 

ルート帯は、生態系の保全上

重要であって、まとまって存在

する自然環境の藻場、自然海

岸、生物多様性の観点から重要

度の高い海域を通過するため、

生態系に影響を与える可能性

がある。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、生態系の保全

上重要であって、まとまって存

在する自然環境をできる限り

回避したルート等を検討する

ことにより、影響低減が可能で

ある。 

 

ルート帯は、生態系の保全上

重要であって、まとまって存在

する自然環境の鳥獣保護区、藻

場、自然海岸、生物多様性の観

点から重要度の高い海域を通

過するため、生態系に影響を与

える可能性がある。 

ただし、今後の具体的なルー

トの位置や道路構造を決定す

る段階において、生態系の保全

上重要であって、まとまって存

在する自然環境をできる限り

回避したルート等を検討する

ことにより、影響低減が可能で

ある。 

 

案②別線案（集落・市街地回避ルート）及び案③別線案（海峡渡河幅最小ルート）は、案①

別線案（臨海部迂回ルート）に比べ環境影響の程度は小さいと評価する。 

道路の存在に

よる景観 

ルート帯は、景観資源（関門

海峡、老の山）を通過するため、

景観に影響を与える可能性が

ある。 

ルート帯は、景観資源（関門

海峡、老の山）を通過するため、

景観に影響を与える可能性が

ある。 

ルート帯は、景観資源（関門

海峡、老の山）を通過するため、

景観に影響を与える可能性が

ある。 

いずれのルート帯も環境への影響が懸念されることから、各ルート帯の影響は同程度である

と評価する。 
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第5章 その他環境省令で定める事項 

5.1 環境影響評価法第三条の七に基づく配慮書の案についての意見と事業者の見解 

5.1.1 一般の環境の保全の見地からの意見と事業者の見解 

複数案（ルート帯案）を検討する際に重視すべき事項として、「生活環境（大気質・騒

音）への影響が小さいこと」、「自然環境（貴重な動植物や生態系など）への影響が小さ

いこと」、「景観資源への影響が小さいこと」について意見聴取を行い、「特に重視すべき」、

「やや重視すべき」、「どちらでもない」、「あまり重視すべきではない」、「重視する必要

なし」の５段階で回答していただきました。（調査期間：令和 2年 8月 6日～令和 2年 10

月 12 日） 

その結果、重視すべきという意見（“特に重視すべき”、“やや重視すべき”）は、「生活

環境（大気質・騒音）への影響が小さいこと」が 74%、「自然環境（貴重な動植物や生態

系など）への影響が小さいこと」が 74%、「景観資源への影響が小さいこと」が 67%とい

う結果でした。また、自由意見の中で環境に関する意見が多数寄せられ、その代表的な

意見及び事業者の見解は、表 5-1 に示すとおりです。 

【生活環境（大気質・騒音）への影響が小さいこと】 

40% 34% 20%

3% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%74%

 
【自然環境（貴重な動植物や生態系など）への影響が小さいこと】 

43% 31% 20%

3% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
74%

 
【景観資源への影響が小さいこと】 

32% 35% 26%

3% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
67%

 

一般住民（企業団体 

含む）からの意見 

N=5,663 

一般住民（企業団体 

含む）からの意見 

N=5,665 

一般住民（企業団体 

含む）からの意見 

N=5,666 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

凡例

特に重視すべき やや重視すべき どちらでもない

あまり重視すべき

ではない
重視する必要なし



- 50 - 

表 5-1（1） 一般住民（企業団体含む）からの主な意見と事業者の見解 

項目 一般住民からの意見 事業者の見解 

環
境
全
般 

・これ以上、環境破壊をすべきではない。 

・環境問題は重視していただきたい。 

・環境問題を低減して欲しい。 

・環境問題への配慮も十分にお願いしたいと思います。 

・環境に負荷をかけることは必ず人間の生活に影響して

くるので、最大の配慮が必要 

・今は環境問題のほうが一番大切と思うので、道路は今

のままで十分。 

・今の環境のままでいい。道路にあまりお金をかけない

で環境にやさしい方にお金を使ってほしい。 

・環境との調和を図ってほしい。 

・末永く環境に配慮したものを望みます。 

・渋滞緩和対策になり、環境問題への影響が良いものと

なります。 

・道路整備による影響がどのくらいになるのかが気にな

る。 

・交通が増えることで環境が悪化し、得るものは 1 つと

してない。 

・渋滞による環境への影響を考慮してほしい。 

・橋脚の建つところは公害をもらうだけで利益も発展も

ない。 

・関門海峡を取り壊したあとの大量の瓦礫をどう処分す

るのか。 

・日当たりが悪くならないようにお願いします。 

・橋梁部は漁業への影響を考えてもらいたい。 

・海の貧栄養化の観測システムを設置するなど沿岸漁業

振興につながるように配慮していただきたい。 

・災害が頻発しており、大きな工事はすべきでない。自

然を壊し、次の災害の呼び水になる。 

・施工中の影響が小さい方が良いと思う。 

・道路の幅が狭く、工事の際に渋滞などの影響があると

思います。 

・工事期間中の市民への影響ができるだけ軽減できる工

法で建設して欲しい。 

他 7件 

・事業実施に向けては、本事業の

目的を勘案しつつ、環境面への

影響について、できる限り回

避・低減するよう配慮します。 

・また、今後の環境影響評価の手

続きにおいて、最新の知見や専

門家等の意見等を踏まえ、具体

的なルート位置や道路構造を決

定する段階で調査、予測、評価

を行い、必要に応じて環境保全

措置等の配慮を行います。 

・配慮書の案が提示されていない。本来配慮書には、ア

セス法第三条の三に規定する項目が記載されている必

要があり、アンケートページは配慮書の案とはいえな

い。また、配慮書では、文献や現地調査等の明確な判

断基準を提示したうえで事業による重大な環境影響の

有無を判断できるようにするものであるが、アンケー

トと併せて公表されているものではそれらは判断でき

ない。以上のことから、本来配慮書で行われるべき適

切な意見募集が行われているとは言い難い。住民から

の意見募集が今後正式に行われない場合、環境軽視と

言わざるを得ない。 

・一般の環境の保全の見地からの

意見については、配慮書の案に

ついて、環境影響評価法第三条

の七に基づき、適切に意見聴取

を行いました。 

・また、今後の環境影響評価の手

続きにおいても、一般の環境の

保全の見地からの意見について

は、同法第八条に基づき方法書

の意見聴取、同法第十八条に基

づき準備書の意見聴取を適切に

行います。 
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表 5-1（2） 一般住民（企業団体含む）からの主な意見と事業者の見解 

項目 一般住民からの意見 事業者の見解 

生
活
環
境(

大
気
質
・
騒
音)  

・生活環境を最大限に重視すべき。 

・市民の生活環境に新しい悪影響が生じないようにして

ほしい。 

・生活環境に少しでも影響が低くすることが望ましいと

思う。 

・市民への影響が少ないものにしてほしい。 

・現在の生活環境が破壊されたり悪化する事は絶対避け

てほしい。 

・周辺住民の必要最低限の生活環境を守ってほしい。 

・地域の人々の生活環境が悪化することがなるべくない

ようにした方が良いと思います。 

・人の生活への影響が出ないようにしていただきたい。 

・近隣住民への配慮（騒音）等をすべき。 

・生活音トラブルはよくない。 

・下北道路が建設されると、199 号線、3号が渋滞し、騒

音や排気ガス等が懸念される。 

・渋滞をなくすことにより排気ガスを減らすことを考え

るべき。 

・渋滞時には大型トラック等、エンジン音等とても耳に

つきます。 

・騒音と渋滞が一番心配になる。 

・大気質や騒音などの生活環境への影響ですが、元々あ

まり空気が良いとは感じておらず住民に害が及ばない

程度であれば気にする必要はないかと存じます。現存

道路の渋滞がスムーズになれば結果的に排気ガスなど

の汚染は軽減するのではと考えます。 

他 9件 

・事業実施に向けては、本事業の

目的を勘案しつつ、大気質・騒

音等の影響について、できる限

り回避・低減するよう配慮しま

す。 

・また、今後の環境影響評価の手

続きにおいて、最新の知見や専

門家等の意見等を踏まえ、具体

的なルート位置や道路構造を

決定する段階で調査、予測、評

価を行い、必要に応じて環境保

全措置等の配慮を行います。 
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表 5-1（3） 一般住民（企業団体含む）からの主な意見と事業者の見解 

項目 一般住民からの意見 事業者の見解 

自
然
環
境
（
動
物
・
植
物
・
生
態
系
） 

・自然環境のことを第一に考えるべきなのではないかと

思います。自然を破壊してまでやることではないと思

います。 

・自然を壊さないようにしてほしい。 

・コストをかけて自然を壊してやるほどの魅力は感じま

せん。 

・自然への配慮は特に重視すべきだと思います。 

・道路整備による影響で、自然環境が破壊されるのは取

り返しがつかないので重要視して欲しい。 

・自然の保護は重要（自然破壊してまで必要なし）。 

・自然環境にとって最もやさしい案を採用してほしいと

思う。 

・自然への影響が出ないようにしていただきたい。 

・自然環境が悪化することがなるべくないようにした方

が良いと思います。 

・自然環境への影響が極力小さくなるよう配慮いただき

たい。 

・自然環境への影響も小さいルートを希望します。 

・自然と調和できる社会を目指していただきたいです。 

・自然環境には影響（海）が必ずあると思う。 

・新しいトンネルとなると自然環境破壊が心配になる。 

・野鳥の渡りルートとなっているため、生態系に影響が

ないこと。 

・事業ありきの環境アセスではなく、綿密な事業調査を

行うこと。特に海域に生息する鳥類、海棲哺乳類（ス

ナメリ）に対しての影響を過小評価しない事。 

・関門エリアはクマタカをはじめとした猛禽類やアサギ

マダラ、ヒヨドリなど野生動物の渡りの重要なルート

です。それに影響が出ないことを最優先に検討してく

ださい。 

他 10 件 

・事業実施に向けては、本事業の

目的を勘案しつつ、動物、植物、

生態系等への影響について、で

きる限り回避・低減するよう配

慮します。 

・また、今後の環境影響評価の手

続きにおいて、最新の知見や専

門家等の意見等を踏まえ、具体

的なルート位置や道路構造を

決定する段階で調査、予測、評

価を行い、必要に応じて環境保

全措置等の配慮を行います。 
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表 5-1（4） 一般住民（企業団体含む）からの主な意見と事業者の見解 

項目 一般住民からの意見 事業者の見解 

景
観 

・景観への配慮は特に重視すべきだと思います。 

・今の景観を大切にしていただきたい。 

・自然景観、日常風景が悪化することがなるべくないよ

うにした方が良いと思います。 

・関門景観は両市にとって重要な価値のあるものなので

重視してほしい。 

・景観を崩さず、利便性を増していただきたい。 

・景観資源に悪影響が及ばないように計画を行って欲し

いです。 

・橋を掛ける様な景観を損なう工事は止めていただきた

い。 

・景色が好きなので、損なわないようにしてもらいたい。 

・観光面については現状でよいのではと思う。橋からの

眺めは抜群によく、観光客に喜ばれると思う。 

・下関北九州道路そのものを観光資源とできるようにす

ること。 

・橋を景観資源とすべきと考えます。 

・橋梁自体が素敵で新しい北九州のシンボルになって、

後世まで大切にされるものを作って欲しい。 

・橋自体にデザイン性を持たせて、観光資源として活用

してほしい。 

・人道・自転車道を併設すれば、しまなみのような観光

資源となり得る。 

・安価で仕上がった景観が観光の種となること。 

・美感もふくめ（しまなみ街道）のような美しい道にし

てほしい。 

・若戸大橋のような真っ赤な橋にしてほしい。橋自体を

観光地化することも考えてほしい。 

・ランドマークになる様な、デザイン性の高い橋の整備

を望みます。 

・ＣＭ等で使用される様な美しいフォルムにしてほしい。 

・九州と本州を結ぶ 2 本目の橋として立派、誇らしい、

美しいと感じるものを作っていただきたい。 

・見た目が映え、日本の技術力を存分に発揮した橋梁形

式となるよう位置選定を願いたい。 

・橋ができると、橋のある関門の景観も新しくなる。観

光資源としても橋の活用も考えられるので、市街地か

ら眺める事が出来ることも重視すべきだと思います。 

・橋を眺めることのできる施設が併設され、下関市、北

九州市に滞在する観光客を増やしてほしい。 

・観光にもつながり関門橋とセットで互いに見えること

で美観が良くなると思います。 

・ライトアップされたらきれいな道路になると良い。（撮

影に使える等。角島大橋みたいな） 

他 14 件 

・事業実施に向けては、本事業の

目的を勘案しつつ、景観等への

影響について、できる限り回

避・低減するよう配慮します。 

・また、今後の環境影響評価の手

続きにおいて、最新の知見や専

門家等の意見等を踏まえ、具体

的なルート位置や道路構造を決

定する段階で調査、予測、評価

を行い、必要に応じて環境保全

措置等の配慮を行います。 
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注）図中の丸囲み（○）は修正箇所を表現 

 




